
※

※

※

※

専従者氏名 個人番号 続柄 生年月日 従事
月数 控除額

従業員の氏名 従業員の住所 支払金額生年月日
. 　 .
. 　 .
. 　 .
. 　 .

. 　 .

. 　 .

円

円

円

円

円

円

（給料賃金の内訳）

（専従者控除の内訳）

賃借物件
地・家

地・家

支払先名 賃借
月数 支払金額

円

円

支 払 先 住 所
（地代家賃の内訳）

資産の種類 償却基準額取得年月 取得価格 耐年数 償期
/12
/12
/12

償却額 未償却残高（期末残高）償却率
円

円

円

円

円

円

（減価償却費の内訳）

確認
事項 □

申告した金額は、給与支払者からの証明、源泉徴収票、支
払調書、領収書など適正な金額を証するものがないと修正
できません。

□
この申告の内容を基に、課税情報の確認に関する文書などを送付する場合があるこ
とを予めご了承ください。また、給与証明等で受取が確認できた場合は、職権により
更正されます。この場合において、経費等については計上されません。

①
②
③
④
⑤
⑥
⑦
⑧
⑨
⑩
⑪
イ
ロ
ハ
ニ
ホ

ヘ
ト
チ
リ
ヌ
ル
オ
ワ
カ
ヨ
タ
⑫
⑬
⑭
⑮
⑯

科　　目 年　　　額（円） 科　　目 年　　　額（円）

収
入
金
額

必　
要　
経　
費

必
要
経
費
（
そ
の
他
）

必　
要　
経　
費
（
そ
の
他
）

売 　 　 　 上
（ 収 入 金 額 ）

小  計 ア・イ
（①＋②）

家 事 消 費
その他の収入

売 上 原 価
（ 仕 入 金 額 ）
給 料 賃 金

外 注 工 賃

減価償却費

貸 倒 金

地 代 家 賃

借入金利子

租 税 公 課

荷 造 運 賃

水道光熱費

旅費交通費

通　信　費

広告宣伝費

接待交際費

損害保険料

修　繕　費

消 耗 品 費

福利厚生費

雑 費

小　　　計
（イ～タまで）

専従者控除前の所得金額
（③ － ⑬）

専 従 者 控 除

必要経費計
（⑪＋⑫）

所得金額（⑭－⑮）

小　　　計
（④～⑩まで）

不動産に関する事項

物件名称

所  在  地
種  類 件数 年　　額（円） 年　　額（円）

※

※

※

③

収
入
金
額

必　
要　
経　
費

家 賃
地 代
駐 車 場
更 新 料

地 代 ・ 家 賃
減 価 償 却 費
租 税 公 課
修 繕 費
借 入 金 利 子
損 害 保 険 料
管 理 手 数 料
地 主 会 費

B 総 経 費
C 専従者控除額
所得金額 ③
（A－B－C）

A 総 収 入（ウ）

※①、②、③各項目の明細 こちらに記載の情報は、申告者を支払者とし
た課税資料となる場合があります。法定調
書の内容と相違がないようにご記入をお願
いします。

配当所得に関する事項

雑所得（公的年金等以外）に関する事項

配当所得の種類

国外株式等に係る外国所得税額

譲渡・一時所得に関する事項
A収入金額 B 必要経費 C 特別控除 所得金額（A-B-C）

円

円

円

円

円

円

所得の生ずる場所

所得の生ずる場所

支払確定月

種   目

・
・

収入金額 必要経費

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

収入金額 必要経費

コ

コ＋サ＋シ（総合譲渡長期及び一時所得は、所得金額×1/2）

サ
シ

⑩

⑩

⑤

⑧・⑨

一　時

給与（日雇い）証明欄（令和6年1月1日～12月31日）

カ

⑥

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
賞与（ボーナス）等

事業所名
所 在 地
代  表  者

㊞

電話
番号

合 計 金 額
社会保険料合計金額

月

月

月

月

月

月

月

月

月

月

月

月

日 給（円） 勤務日数 月　　収（円）

短期
長期

①・②事業等（営業等、農業）に関する事項

電話

所在地
名　称
業　種

事
業
所

帳簿記載
領収書確認
他の収入

有 ・ 無
有 ・ 無
有 ・ 無

⑭

令和6年中に収入（所得）がなかった方の記載欄※該当する項目に記入またはチェックしてください 寄附金に関する事項
□ 下記の方から扶養または援助を受けていた
住所：□同居　□別居（　　　　　　　　　　　　　　　　  　　）

氏名：　　　　　　　　　　　　　　　　  続柄：

□ 預貯金で生活していた

□ 生活保護を受給していた

期間：　　　　年　　　　月　～　　　　年　　　　月

□ 障害年金
□ 遺族年金
□ 雇用保険（失業保険）　
□ その他（　　　　　　　　）
　　　　　　　　　　　　　を受給していた
□ その他（生活状況について具体的に記入
ください。）

のりしろ
（添付資料用）

総合
譲渡

都道府県、市町村分
（特例控除対象）

住所地の共同募金会､
日本赤十字社支部分

条　例
指定分

都道府県

市 町 村

円

円

円

円

□
確認事項（左欄に○または×を記入）
収入にかかる不動産の所有権は
申告者と同一ですか？
×の場合下記を記入

続柄

所有者

令和７年度（令和６年分）市民税･県民税 兼 国民健康保険税 申告書

総合譲渡・一時
合 　 　 　 計
雑 損 控 除
医 療 費 控 除
社会保険料控除

生命保険料控除
地震保険料控除
寡婦・ひとり親控除
勤労学生、障害者控除
配 偶 者 控 除
配偶者特別控除
扶 養 控 除
基 礎 控 除
合 　 　 　 計

事　
業

雑

総
合
譲
渡

ア
イ
ウ
エ
オ
カ

キ
ク
ケ
コ
サ
シ
①
②
③
④
⑤
⑥
⑦
⑧
⑨
⑩
⑪
⑫
⑬
⑭
⑮
⑯
⑰
⑱

㉑
㉒
㉓
㉔
㉕

１　
収　

入　

金　

額　

等

0  0 0 0

⑲
～⑳

事　
業

雑

小 規 模 企 業
共 済 等 掛 金 控 除

２　
　
所　
　
得　
　
金　
　
額

４
所
得
か
ら
差
し
引
か
れ
る
金
額

営 業 等
農 　 業

公 的 年 金 等
業 務
そ の 他
短 　 期
長 　 期

不 　 動 　 産
利 　 　 　 子
配 　 　 　 当
給 　 　 　 与
専 従 給

営 業 等
農 　 業

公 的 年 金 等
業 務
そ の 他

不 　 動 　 産
利 　 　 　 子
配 　 　 　 当
給 　 　 　 与

一 時

浦添市長  殿 浦添市
□ 同上

※代理人が申告者と同一世帯でない場合は、申告者からの委任が必要です。 上記の者を代理人と定め本申告
に関する権限を委任します。

　　　　　　　年　　月　　日
委任者（本人）

1月1日現在
の　住　所

現　住　所

ふりがな

氏　　名

電話番号
携帯・自宅

生年月日 Ｔ　Ｓ
Ｈ　Ｒ

Ｔ Ｓ
Ｈ Ｒ

Ｔ Ｓ
Ｈ Ｒ

Ｔ Ｓ
Ｈ Ｒ

Ｔ Ｓ
Ｈ Ｒ

Ｔ Ｓ
Ｈ Ｒ

Ｔ Ｓ
Ｈ Ｒ

Ｔ Ｓ
Ｈ Ｒ

Ｔ Ｓ
Ｈ Ｒ

・　　　・  　　　
世帯主
氏　名

世帯主
との続柄

年
月　日提出

個人
番号

納
税

方
法

3  所得から差し引かれる金額に関する事項
雑損
控除

⑫

⑬

⑭

⑯

⑰

〔特定扶養 H14.1.2～H18.1.1　老人扶養  S30.1.1以前生  年少扶養 H21.1.2以後生〕

医療費
控　除

社会保険料
控　　除

生命保険料
控　　除

地震保険料
控　　除

氏　　　　名扶養

有・無

有・無

有・無

有・無

有・無

有・無

有・無

有・無

個人番号

個人番号

個人番号

個人番号

個人番号

個人番号

個人番号

個人番号

上記のうち、別居している扶養親族の氏名・住所を以下に記入してください。
国
外
居
住

氏
名

住
所

□ 配偶者　□ 30歳未満又は70歳以上
□ 留学　　□ 障害者
□ 38万円以上の支払

国
外
居
住

氏
名

住
所

□ 配偶者　□ 30歳未満又は70歳以上
□ 留学　　□ 障害者
□ 38万円以上の支払

生年月日

・　・

・　・

・　・

・　・

・　・

・　・

・　・

・　・

続柄 該当事項に○

⑳身・療・精  　　　　級（特・普）⑲勤労学生（学校名：　　　　　　　  ）
⑱寡婦 （ 死別　・　離婚　・　生死不明　  ・ 未帰還 ） ・ひとり親

身・療・精  　級 特・普

身・療・精  　級 特・普

身・療・精  　級 特・普

身・療・精  　級 特・普

身・療・精  　級 特・普

身・療・精  　級 特・普

身・療・精  　級 特・普

身・療・精  　級 特・普

同居・別居

同居・別居

同居・別居

同居・別居

同居・別居

同居・別居

同居・別居

同居・別居

世
帯
員　
※
扶
養
親
族
の
確
認
の
た
め
、
有
・
無
の
い
ず
れ
か
に
必
ず
○
印
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

損害の原因・種類 損害年月日 損害金額 補てんされる額 災害関連支出の金額

□ 従来の医療費控除

□ セルフメディケーション

円

円

円円 円

12,000円

円円

円

円

円

円

円

円

円

円

円円

円

円

円

円

円

円

控除額（Ａ－Ｂ－Ｃ）B  保険金等で補てんされる額A  支払った医療費

新 生命保険料の計

新 個人年金保険料の計

地 震 保 険 料 の 計

介護医療保険料の計旧 生命保険料の計

旧 個人年金保険料の計

旧長期損害保険料の計

国 民 健 康 保 険
後期高齢者医療
給与天引きの社保
その他（　　　）

介 護 保 険
国 民 年 金
年金天引きの社保
合 計 ⑭

代
理
申
告

住
所

氏
名

続
柄

電
話

５給与・公的年金等に係る所得以外(令和７年４月１日において65
歳未満の方は給与所得以外)の市・県民税の納税方法
□ 給与から差引き (特別徴収)　□ 自分で納付 (普通徴収)
※上記にチェックが無い場合は特別徴収扱いとなります。

[10万円]又は[所得合計×0.05]
のいずれか少ない方の額

確認
番号

配偶者の合計所得金額 有　・　無同一生計配偶者
（控除対象配偶者を除く）

本人控除
〈該当に○印〉

Ｃ
左 記 の
いずれか
を 記 入

点　検 受　付 本人確認
・マイナンバーカード
・運転免許証　 ・保険証等
・その他（　　　　　　　）

2025.01.16／浦添市申告書記載例／（a）　2校　01-7000-01-0999-1

収入金額

３００万円超

３００万円以下

記帳・帳簿書類の保存あり

※概ね事業所得

記帳・帳簿書類の保存なし

※概ね業務にかかる雑所得

業務に係る雑所得

必要経費の詳細について
どういったものが必要経費に該当するかは、
市ホームページで確認してください。
※右のQRコードから市ホームページへ移動できます。
　「営業等収入（不動産収入）がある人の記載例」を
　ご覧ください。 浦添市ホームページ

（申告書記載例掲載場所）

「所得税基本通達の制定について」の一部改正（令和４年10月7日付）があ
り、令和４年分以降は帳簿書類の保存の有無等に応じて所得区分の判定が明
確化されました。

※様々な状況を勘案した後に判断する為、「概ね」と表現されています。
　それに伴い、窓口での受付時に帳簿又は領収書の提示が必要となりますの
で、来庁される際はご持参いただきますようお願いいたします。
　郵送で提出される際は、申告書（裏）の「帳簿記載」の有・無に〇をつけるよ
うお願いいたします。 ※記載例参照
　※帳簿書類は５年～７年の保存が必要になります。

必要経費に算入できる金額 事業所得・業務に係る雑所得の取り扱いについて
事業所得、不動産所得及び雑所得の金額を計算する上で、必要経費に算入
できる金額は、次の①または②の金額です。
① 売上原価その他その総収入金額を得るために直接使用した費用の額

売上原価=期首商品（製品）棚卸高 ＋ 仕入れ金額（製品製造原価）
　　　　　　　  －　期末商品（製品）棚卸高

②その年に生じた販売費、一般管理費その他業務上の費用の額

必要経費に算入する場合の注意事項
①家事関連費について
　一つの支出が家事上・業務上の両方にかかわりがある費用のこと。
　例えば…地代家賃(自宅 兼 事業所としている場合の賃貸料)
　　　　　通信費・水道光熱費(家事・業務上の使用料を合算して支払い)など
　この家事関連費のうち必要経費となるのは、使用面積や保険金額、点灯時間等業務　
遂行上直接必要であったことが明らかに区分できる基準によってあん分して計算した金
額に限られます。

②必要経費にならないもの
　●生計を一にする配偶者その他親族に支払う地代家賃など
　　※受け取った方についても所得として考えません
　●所得税や市・県民税は必要経費になりません。
　●罰金、科料及び過料などは必要経費になりません。

この欄には世帯員が表示されています。あなたと生計を一にする扶養親族がいました
ら、「扶養の有無」「同居・別居」に〇をつけてください。他に扶養親族がいる場合は、
氏名・生年月日・個人番号を記入してください。
※別居の扶養親族がいる場合は、下欄に氏名・住所を記入してください。
※扶養親族に障害をお持ちの方がいましたら、障害種別（身・療・精）と等級を記入してください。

給与所得以外の市県民税の納税方法
市・県民税が給与天引きであり、かつ主たる給与所得のほかに所得がある場合は、その納税方
法について選択してください。
無記入の場合は、特別徴収（給与天引き）を選択したとみなします。

※令和６年中に収入がなかった方へ
令和６年中に収入がない場合は「ゼロ申告」が必要になります。
質問事項へ回答・記入し、申告書を提出してください。
※収入がなく、どなたの扶養親族にも入っていない方や市外住民の方に扶養されている方は浦
添市へ申告が必要です。
該当する場合は、忘れずに申告をするようお願い致します。

世帯員（扶養親族など）について

勤労学生控除 控除額 26万円

大学・高校または一定の専修学校の学生か生徒で合
計所得が75万円以下（給与以外の所得が10万円以
下）の場合は、学校名を記入してください。

⑲

障害者控除
あなたが障害をお持ちである場合、身・療・精のいず
れかに〇をつけ、等級を記入してください。また下記
の要件を確認し、「特・普」に〇をつけてください。
※控除額と障害者手帳の等級要件について
　・特別障害者控除(控除額３０万円)
 →身体：１～２級、療育：Ａ１～２、精神：１級
　・普通障害者控除(控除額２６万円)→上記以外の場合
※障害者手帳は、令和6年12月末までの交付(精神手帳
は有効期限が令和6年12月末含む)のものに限ります。

⑳

寡婦・ひとり親控除
≪寡婦控除≫控除額２６万円
次の①または②に該当している方
　①夫と離婚後婚姻しておらず、扶養親族がいる方
　②夫と死別後婚姻していない方
≪ひとり親控除≫控除額３０万円※寡夫も対象。
次の①または②に該当している方
　①配偶者と死別または離婚後婚姻しておらず、
　　扶養親族である子を有している方
　②扶養親族である子を有し、かつ未婚である方
※寡婦・ひとり親控除については、合計所得500万円を
超えると控除対象外となります。

⑱

雑損控除
災害や盗難、横領により住宅や家財などに損害
を受けた方
下記のいずれか少ない金額を控除額とします。
・差引損失額－（総所得金額等×10％）
・差引損失額のうち災害関連支出－５万円

⑫

社会保険料控除
あなたや生計を一にする親族が負担することになっていた
社会保険料（国民健康保険料・介護保険料・国民年金保険
料等）のうち、前年中に支払った金額を記入してください。

⑭

生命保険料控除／
新(旧)生命保険料や介護医療保険料、新(旧)個人年金保険
料、地震保険料をあなたが支払った額を記入してください。

⑯

医療費控除
【従来の医療費控除】（控除上限額２００万円）
あなたや生計を一にする親族の為に支払った医療費
（支払った医療費の額－保険金等により補てんされる額）－10万円 
　　　　　　または（総所得金額×５％）のいずれか低い額
【セルフメディケーション税制】（控除上限額８万８千円）
あなたが健康保持増進及び疾病の予防として一定の取
り組みを行い、あなたや生計を一にする親族の為に支
払った特定の医薬品の購入費
（支払った特定一般用医薬品等購入費の額－保険等で補て
んされる額）　－ １万２千円

⑬

１月１日現在の住所
令和７年１月１日現在の住所を記入してください。
1

現住所
現在の住所を記入してください。１月１日現在の住所と
同じであれば「□同上」にチェックをつけてください。

2

氏名・世帯主
ふりがなを必ず記入し、氏名の横に押印してください。
世帯主の氏名・その続柄も併せて記入してください。

3

電話番号・生年月日
日中に連絡の取れる携帯または自宅の電話番号
を必ず記入してください。生年月日も忘れずに
記入してください。

4

個人番号（マイナンバー）
マイナンバーカード（個人番号カード）、通知カード
等に記載されている個人番号を記入してください。

5

代理申告
代理人が申告をする場合は、氏名・住所・続
柄・電話番号を記入してください。代理人と申
告者（本人）が同世帯でない場合は、申告者か
らの委任が必要になります。

6

地震保険料控除⑰

譲渡・一時所得
【総合譲渡とは】
資産のうち、自動車や機械用具等の譲渡による収入
【一時所得とは】
賞金・懸賞当せん金、競馬や競輪の払戻金、生命保険や損
害保険の満期返戻金などによる収入

⑩

雑所得（公的年金等以外）
生命保険からの年金収入、個人の貸付金の利子、副業による
所得（作家以外の原稿料や印税・講演料等）などがあった方

⑧・⑨

配当所得
株式や出資者が法人から受ける剰余金の配当や、投資信
託（公社債投資信託及び公募公社債等運用投資信託を除
く）の収益の配分などの所得があった方

⑤

給与所得
勤務先から支給される給与等の収入があった方は、勤務先
から交付される源泉徴収票をお持ちください。
源泉徴収票または給与明細等がない場合は、令和６年中の
収入状況について、「⑥給与(日雇い)証明欄」に勤務先の証
明(社印)をもらってください。

⑥

記載例（おもて） 記載例（うら）

①・②・③①・②・③

①・②①・②

⑤⑤

⑥⑥

⑫⑫
⑬⑬

⑭⑭

⑯⑯

⑰⑰

⑱⑱
⑳⑳ ⑲⑲

③③

⑧ ⑨⑧ ⑨

⑩⑩

4

5

1
2

3
6

令和6年中に収入（所得）がなかった方の記載欄※該当する項目に記入またはチェックしてください
□ 下記の方から扶養または援助を受けていた
住所：□同居　□別居（　　　　　　　　　　　　　　　　  　　）

氏名：　　　　　　　　　　　　　　　　  続柄：

□ 預貯金で生活していた

□ 生活保護を受給していた

期間：　　　　年　　　　月　～　　　　年　　　　月

□ 障害年金
□ 遺族年金
□ 雇用保険（失業保険）　
□ その他（　　　　　　　　）
　　　　　　　　　　　　　を受給していた
□ その他（生活状況について具体的に記入
ください。）

専従者氏名 個人番号 続柄 生年月日 従事
月数 控除額

従業員の氏名 従業員の住所 支払金額生年月日
. 　 .
. 　 .
. 　 .
. 　 .

. 　 .

. 　 .

円

円

円

円

円

円

（給料賃金の内訳）

（専従者控除の内訳）

賃借物件
地・家

地・家

支払先名 賃借賃借
月数 支払金額

円

円

支 払 先 住 所
（地代家賃の内訳）

資産の種類 償却基準額取得年月 取得価格 耐年数 償期
/12
/12
/12

償却額 未償却残高（期末残高）償却率
円

円

円

円

円

円

（減価償却費の内訳）

※①、②、③各項目の明細 こちらに記載の情報は、申告者を支払者とし
た課税資料となる場合があります。法定調
書の内容と相違がないようにご記入をお願
いします。

①・②・③①・②・③①・②・③①、②、③①・②・③①、②、③①・②・③①、②、③①・②・③①、②、③①・②・③①・②・③①・②・③①、②、③①・②・③①、②、③①・②・③①、②、③①・②・③①、②、③①・②・③①・②・③①・②・③①・②・③①・②・③①・②・③

⑥⑥⑥⑥⑥⑥⑥⑥⑥

浦添市安波茶１-１-２安波茶一丁目１番１号
うらそえ食堂

うらそえ不動産

浦添　太郎
浦添 太郎うらそえ　たろう

45　7　1
本人 4,000,000

4,000,000

100,000

4

1

000 000

1 080 000

45 000

2,753,500

1 800 000

50 000

300 000

350 000

278 500

250,000

108,600
108,600

8,00030,000

9,000

浦添　太郎

妻

世
帯
主

子

子

父
1

浦添　花子

浦添　四郎

浦添　五郎

浦添　五郎 那覇市泉崎一丁目１番１号

45   7  1

46 12 24

6   8  24

10   2  14

80,000

100,000

120,00030,000

1,000,000

200,000

50,000

300,000

300,000

20,000

1,500

500,000

×
21,500

278,500
浦添　花子

妻

1

2,150,000
650,000

500,000

7,500
7,500
7,500
7,500
7,500
7,500
7,500
7,500
7,500
7,500
7,500
7,500

150,000
150,000
150,000
150,000
150,000
150,000
150,000
150,000
150,000
150,000
150,000
150,000

20
20
20
20
20
20
20
20
20
20
20
20

1,350,000

1,800,000
108,600

（有）うらそえ物産

浦添　三太郎 877-0000
浦添市港川△△△

100,000
300,000

1,500,000

500,000

軍用地

浦添市城間〇〇〇

浦添市城間〇〇〇

てだこ出版社 50,000 5,000原稿料

12

876-0000

098-876-1275

飲食業

う
ら
そ
え

物
産

1 2 3 4 5 6 7 8 9 0 1 2

1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6

9 8 7 6 5 4 9 8 7 6 5 4
浦添　一太郎 15   4   1
9 8 7 6 5 4 3 2 1 0 9 8

事業所得(営業等または農業)
【営業等所得とは】
販売業、製造業、建設業、漁業、外交員等の収入があった方
【農業所得とは】
農作物の生産、家畜の飼育等による収入があった方

①・②

※給料賃金・地代家賃・減価償却費
　専従者控除がある方へ
必要経費として上記の控除を申告する際は、左の記載例に従っ
て必要事項の記入をお願い致します。
記載内容については、申告者を支払者とした課税資料となる場
合がありますので、ご了承ください。

不動産所得
土地や建物、不動産の上に存する権利、船舶、飛行機など
の貸付から生ずる収入があった方
確認事項を確認して頂き、〇または×を記入してください。

③

111122223333 6 24 128子 500,000浦添　四郎

寄附金控除
寄附先団体からの受領書をもとに記入してください。
※ふるさと納税のワンストップ特例の申請をされている
方は、申告書の提出により特例が無効になります。　
申告書を提出する際は、令和６年中に行ったふるさと
納税の記載漏れがないようにご注意ください。


